
■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（廃止・縮小）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

1
イメージアップ推
進事業

・テレビやラジオによる新春番組の放送
・「みるひぃ」のデザイン、着ぐるみの管理運用
・市政を身近に感じてもらい市の魅力をアピールするため、市PR動画
（なすしおばらチャンネル）及び市長定例記者会見動画、市長メッセー
ジ動画をソーシャルメディアで配信

・みるひぃのデザイン・市章の使用申請について、申請
の必要性を再度検証し、事務の効率化も踏まえて廃止を
検討
・まちづくり大使及びふるさと応援隊について、他事業
でもPR効果や制度の目的が達成可能である場合は、統合
による廃止を検討

秘書課情報発信
係

2
土地開発基金積立
金

土地開発基金を金融機関への預金その他最も確実有利な方法により保管
し、基金の運用から生ずる収益を計上する。

必ずしも基金による事業実施を要しないことから、土地
開発基金は廃止を検討

財政課管財係

3
ごみ減量等対策基
金積立金

ごみ減量等対策基金へ利子を積み立てる。
・必ずしも基金による事業実施を要しないことから、ご
み減量等対策基金は廃止を検討
・基金活用事業は他事業に引き継ぐ

廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

4
社会福祉協議会支
援事業

○社会福祉協議会運営費の補助
・法人運営分
・日常生活自立支援分

補助金審査会の審査結果を踏まえた見直しの検討を行い
ながら社会福祉協議会支援事業を実施

社会福祉課社会
福祉係

5
健康長寿センター
管理運営事業

・指定管理者委託による健康長寿センターの管理運営
・施設設備の更新及び修繕
・温泉設備の更新及び修繕

民間の日帰り入浴施設があること、また、施設の老朽化
が進み維持管理経費が高額になっていることから、長寿
の湯の今後の在り方を検討

健康増進課保健
予防係

6
土地改良区等支援
事業

・加入する土地改良区事業を推進する団体への負担金を支払う。
・基幹農業施設を管理する市内の4土地改良区に対し、維持管理運営の支
援を行う。

・組織を合理化し持続可能な体制とするため、土地改良
区の統合を進めることを協議
・統合の協議に伴い、補助金算出額の見直しを検討

農林整備課農村
整備係

7
農村基盤施設整備
事業

○補助事業
・沓掛地区農道整備　　L=370M
○市単独事業
・三本木佐野地区農業用排水路整備（第3工区）　L＝180M
・湯宮地区農道整備　L＝430M

新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位をつ
けて計画的に実施

農林整備課農村
整備係

8 林道整備事業

・林道橋梁長寿命化計画に基づく点検・診断の結果、健全度の判定が早
期措置段階（区分Ⅲ）と診断されたものについて、補強及び耐震化工事
を実施する。
・また、計画の中間年度を迎え、橋梁の状態を早期かつ的確に把握する
ために5年に1度の点検・診断業務を実施する。

・新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位を
つけて計画的に実施
・実施に当たっては、一般財源ではなく森林環境譲与税
を原資として実施

農林整備課林務
係

1/3（廃止・縮小）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（廃止・縮小）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

9
社会資本整備総合
交付金事業

○社会資本整備総合交付金事業
・新幹線側道西3号線　当該年度：単価入替、用地・物件補償
・松浦町稲村線　当該年度：舗装新設工事L=524M
・三区町1522号線　当該年度：改良工L=110M

新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位をつ
けて計画的に実施

道路課建設係

10
防災・安全交付金
事業

○防災・安全交付金事業
・共墾社一分水線　当該年度：歩道整備工　L=55M
・新南・下中野線　当該年度：単価入替
・湯街道2号線　当該年度：改良工L=91M、用地・物件補償
・井口966号線　当該年度：単価入替
・石林・東赤田線　当該年度：浸透施設詳細設計、用地測量
・下永田265号線　当該年度：路側帯薄層カラー舗装工　L=447M　ほか

新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位をつ
けて計画的に実施

道路課建設係

11
地方創生道整備推
進交付金事業

○地方創生道整備推進交付金事業
・路面性状調査　1式
・ときわが丘通り線　当該年度：測量設計、舗装改築工L=1,114M
・石林通り線　当該年度：測量設計、舗装改築工L=1,089M
・鍋掛横3号線　当該年度：測量設計、舗装改築工L=570M
・越堀赤坂線　当該年度：舗装改築工L=327M
・三本木石丸線　当該年度：測量設計、舗装改築工L=420M
・埼玉縦2号線　当該年度：測量設計、舗装改築工L=510M
・波立島方線　当該年度：測量設計ほか

新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位をつ
けて計画的に実施

道路課建設係

12
市単独道路整備事
業

・野崎こ線橋通り街路事業に伴う道路排水施設　当該年度：浸透施設工1
か所
・下中野地内認定外道路　当該年度：測量設計、用地測量
・境界杭復元業務
・宇都野野崎北線　当該年度：線形検討業務
・井口・西遅沢線　当該年度：交差点協議資料作成業務

新規整備よりも維持管理を重点的に行い、優先順位をつ
けて計画的に実施

道路課建設係

13 事務局管理事業
・点検・評価委員会の開催、点検・評価の実施
・集中管理車に係る経費
・各種負担金　他

・引き続き事務局管理事業を実施
・教職員住宅は所期目的を達成したため、廃止に向けた
手続を計画的に実施

教育総務課総務
係

14
箒根中学校整備基
金積立金

箒根中学校整備基金への積立
箒根中学校整備基金は、箒根学園整備基金に名称変更
し、令和5年度事業に全額充当後に廃止

教育総務課総務
係

2/3（廃止・縮小）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（廃止・縮小）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

15 学校管理総務事業

・会計年度任用職員用務員の任用、労務管理
・その他小、中、義務教育学校に係る費用（管理運営及び教材整備を除
く）
・旧金沢小学校プール管理運営業務
・県の校長会及び教頭会の負担金の支出
・学校徴収金に係るインターネットバンキング月額使用料負担金

・引き続き学校管理総務事業を実施
・旧金沢小学校プールは箒根地区の学校の水泳授業での
利用状況や地域開放に対しての費用対効果を検証の上、
今後の在り方を検討

教育総務課総務
係

16
三島ホール管理運
営事業

・安全で快適なホールとして、施設設備の適正な維持管理とホール運行
を行う。
・舞台機構設備更新工事を行う。

黒磯文化会館、三島ホール、ハーモニーホールの施設の
集約等も含めて市内文化施設の経営改善・収支改善を検
討

三島公民館

17
博物館管理運営事
業

○博物館の管理
・設備等の修繕（冷温水発生機修繕）により、適切な資料保存の環境を
維持する。
・博物館及び日新の館の燻蒸を行うことで、貴重な資料をカビや害虫の
被害から防ぐことができ、長期保存が可能となる。
○黒磯郷土館の管理
○道の駅施設の管理

・引き続き博物館管理運営事業を実施
・道の駅は近年求められる物産直売所等の機能を備え付
けていないため、登録を取り止めて博物館の運営に専念
することを検討

那須野が原博物
館

18
塩原地区庁舎増改
築基金積立金

塩原地区庁舎増改築基金へ利子を積み立てる。
必ずしも基金による事業実施を要しないことから、塩原
地区庁舎増改築基金は廃止を検討

（塩）総務福祉
課総務税務係

19
塩原地区吊橋整備
基金積立金

塩原地区吊橋整備基金へ利子を積み立てる。
必ずしも基金による事業実施を要しないことから、塩原
地区吊橋整備基金積立金は廃止を検討

（塩）産業観光
建設課観光商工
係

3/3（廃止・縮小）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

1
市政功労者等表彰
事業

・表彰：市勢発展に特に功績のあったものを表彰する。
・感謝状：表彰内申基準年数の2分の1以上その職にあって退職した者、
30万円以上寄附したものに贈呈する。
・市長特別賞：全国規模以上の大会等で最高位又はこれに準ずる成績を
収め本市のスポーツ、文化等の振興発展に貢献し特にその功績が顕著な
ものに対し贈呈する。

・引き続き市政功労者等表彰事業を実施
・市長特別賞における類似の内容での受賞者の重複につ
いては、見直しを進める。

秘書課秘書係

2 広報誌発行事業

・効果的な写真の掲載や伝わりやすい文章の記述、見やすいレイアウト
に配慮した広報なすしおばらを毎月1回発行し、市政に関する情報や市民
が知りたい情報など、魅力的な情報発信を行う。
・市広報誌でお知らせしきれない情報は、市公式ホームページに掲載し
て情報発信を行う。
・即時性のある情報は、ホームページ、みるメール、LINE、ソーシャル
メディアを活用してお知らせする。
・広報誌に有料広告を掲載する。

・引き続き広報誌発行事業を実施
・広報誌デジタル化の検討及び掲載記事を厳選

秘書課情報発信
係

3 広聴活動事業

①市政懇談会の開催
・3会場（黒磯、西那須野、塩原）で各1回/年　開催
・文書による事前意見要望の聴取、回答、進捗状況の報告（自治会長、
自治公民館長、コミュニティ会長）
②みちたろうTOわくわくトーク
・自治会等を単位とした地域版、市内の活動団体や学校等を単位とした
テーマ版に分けてタウンミーティングを開催
③行政相談
・毎月3地区（黒磯、西那須野、塩原）で実施（※移動行政相談（特設）
を2回実施）

・デジタルツールを活用した広聴事業を実施
・市政懇談会はわくわくトーク等との役割分担を整理
し、必要に応じて他事業との集約を検討

秘書課情報発信
係

4
国際交流員運用事
業

○国際交流員の任用・活用
・任期：令和4年7月31日満了日（平成28年8月1日～令和4年7月31日まで
JETより招致(6年間）
※最大任期5年のところ、コロナ禍によりJETの特例再任用により1年延長
した。

・現在の国際交流員の任期期間までは継続
・任期中に国際交流員の必要性について検討

市民協働推進課
ダイバーシティ
推進係

5 外国人支援事業

・外国人生活相談窓口の開設
・市国際交流協会の事業運営や活動に対する支援
・国際交流協会補助金の交付
・外国人生活ガイドブックデータ作成

・引き続き外国人支援事業を実施
・国際交流協会は会費による自立的運営に向けた会員数
の増加を図る。
・外国人支援事業は、デジタル化や国際交流協会への委
託など、継続可能な実施方法を検討

市民協働推進課
ダイバーシティ
推進係

6
海外姉妹都市交流
促進事業

・海外姉妹都市交流事業補助金の交付
・現地支援員報償謝礼
・日独修好160周年記念事業　青木周蔵パネル展

・海外姉妹都市交流事業補助金は新型コロナの状況を見
つつPRを実施
・需要の有無を確認の上、補助内容の見直しを検討

市民協働推進課
ダイバーシティ
推進係

1/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

7

東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
クレガシー事業推
進事業

・オーストリア「まちかどピアノ」演奏交流
・文化財を利用した「食」と「音楽」交流（旧青木家別邸）
・オーストリアオンライン交流（音楽・食・学校間・パラアスリート）

・レガシー事業は海外姉妹都市交流事業の一環として実
施することを検討
・レガシーの定着度を評価の上、出口戦略を含めて事業
の在り方を検討

市民協働推進課
ダイバーシティ
推進係

8 狂犬病予防事業

・狂犬病予防注射の実施と推進
・犬の登録、鑑札及び注射済票の交付
・正しい犬の飼い方の啓発
・犬猫の避妊・去勢手術費助成（避妊　犬：5,000円、猫：4,000円、去
勢　犬：4,000円、猫：3,000円）

・引き続き狂犬病予防事業を実施
・避妊・去勢手術費助成に関しては効果検証を行い、補
助内容の見直しを検討

環境課環境衛生
係

9 清掃業務管理事業 那須疏水土地改良区への補償金支出 設定した期間まで清掃業務管理事業を実施
廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

10
ごみ減量化対策事
業

○次期一般廃棄物処理基本計画の策定
・計画策定業務委託（令和3年度～令和4年度）、廃棄物減量等推進審議
会開催
○廃棄物減量等推進員（ごみ減量推進員）の委嘱
・ごみ出しルールの周知、ごみステーション現状調査
○集団資源回収事業
・資源物を回収する団体に対し、回収量に応じた交付金を支出
・対象資源物：紙類、缶類、びん類
○ごみ減量に関する周知等
・ごみ出しカレンダーと分別事典等の印刷、ごみ発生抑制を周知するた
めのパンフレット配布

・引き続きごみ減量化対策事業を実施
・集団資源回収に関する交付金については、段階的に減
額することを検討
・廃棄物減量推進員の人数は見直し

廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

11
ごみ減量等対策基
金活用事業

・廃食用油の拠点回収（市有施設21か所）
・生ごみ処理容器の購入費補助（購入価格の2分の1以内で上限6,000円）
・機械式生ごみ処理機の購入費補助（購入価格の2分の1以内で上限
40,000円）
・機械式生ごみ処理機の無償貸出し（6か月以内）

設定した期間までごみ減量等対策基金活用事業を実施
廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

12 消費者啓発事業

・消費者啓発（消費者セミナー・講座等の開催、イベント等での啓発、
特殊詐欺撃退機器の貸与）
・消費生活に関する情報提供（消費生活と環境展（デジタル含む）、消
費者だより、ホームページ・みるメール、巡回パネル展示等による情報
提供）
・消費者団体の育成・支援

・引き続き消事業者啓発事業を実施
・消費生活と環境展については対面による開催方法の廃
止など今後の在り方を検討の上、消費生活に関する情報
提供について、より効果的な方法に見直し
※令和4年度の消費生活と環境展は、開催場所と内容を
見直したことにより、効果的な情報発信と事務の効率化
を実現

生活課くらし安
全安心係

2/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

13 社会福祉総務事業

○ふれあい相談事業
・弁護士による無料法律相談
○東原地域活動センターの経常経費の運営支援
・燃料費（灯油代）、電気、ガス、水道、汲み取り、浄化槽管理
○各種団体の活動支援
・那須保護区保護司会、更生保護女性会
○社会福祉法人の指導監査
・本市が所轄庁となる13法人（高齢系、子ども系、障害系）
・1法人当たり3年に一度指導監査が必須
・法人運営部門、会計経理部門の2部門での指導監査が必須

・引き続き社会福祉総務事業を実施
・東原地域活動センターについては、引き続き今後の在
り方について地域住民と協議を実施

社会福祉課社会
福祉係

14
地域福祉計画・地
域福祉活動計画推
進事業

・第3期地域福祉計画・地域福祉活動計画の進捗状況について、内部評価
及び有識者の評価を行い、実施機関にフィードバックする。
・第4期計画(R5～R9）の策定に向けて、R3～4年度に市民等へのアンケー
ト調査、地区座談会を経て、計画の改訂を行う。
【令和4年度事業内容】
・第3期計画推進委員会の開催
・第4期計画策定コンサルタント業務委託(R3-R4)
・第4期計画策定委員会の開催

計画した期間まで、地域福祉計画・地域福祉活動計画推
進事業を実施

社会福祉課地域
共生係

15

東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
クレガシー事業
（社会福祉課）

特別支援学校や福祉施設等関係者がオーストリアの子どもたちとオンラ
インで音楽交流を行う。

・引き続き東京オリンピック・パラリンピックレガシー
事業を実施
・レガシーの定着度を評価の上、出口戦略を含めて事業
の在り方を検討

社会福祉課障害
福祉係

16 自殺対策強化事業

○自殺対策計画（令和元年度～令和5年度）の推進
・市自殺対策推進委員会（全庁的な対策の推進）
・自殺対策連絡協議会（関係機関、民間団体等と連携した計画の推進）
○各種事業の推進
・カウンセラーによる対面相談事業（月2回）
・自己診断及び相談窓口の周知（セルフチェックシステムの運用等）
・ゲートキーパー養成講座の実施
・啓発事業（クリアファイル・カード等の啓発品の作成は令和3年度実
施）

・引き続き自殺対策強化事業を実施
・セルフチェックシステムについては効果検証を実施

社会福祉課障害
福祉係

17
生活困窮者自立支
援事業

○生活保護に至っていない生活困窮者に対する「第2のセーフティネッ
ト」として関係機関と包括的な支援体系を構築することにより生活困窮
状態からの回復を図るための事業：自立相談支援事業、住居確保給付
金、家計改善支援事業、就労準備支援事業、学習支援事業
○新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業：生活福祉
資金の総合支援資金特例貸付を受けられなくなった者に対し、最大30万
円を給付する。

・引き続き生活困窮者自立支援事業を実施
・各事業について効果検証を実施

社会福祉課保護
係

3/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

18
成年後見制度利用
促進事業

成年後見制度利用促進計画に基づき、地域連携ネットワークや中核機関
の体制整備を図るとともに、市民や関係機関等に対し、周知啓発を行
う。

・引き続き成年後見制度利用促進事業を実施
・今後は計画書を紙媒体で印刷せず、電子データによる
閲覧とすることを検討

高齢福祉課地域
支援係

19
新型コロナウイル
ス感染症対策基金
積立金

新型コロナウイルス感染症対策のために受けた寄附金及び預金利子を基
金に積み立てる。

新型コロナウイルス感染症が収束するまで基金の管理を
実施

新型コロナウイ
ルス感染症対策
室

20 子育て応援券事業

・子どもを預かるサービス、チャイルドシート及びベビーカーの購入、
任意の予防接種などに使用できる子育て応援券を、0歳児の子がいる家庭
に交付する。
・応援券交付枚数：15,000円分（500円券×30枚）/0歳児1人当たり

・引き続き子育て応援券事業を実施
・事務の効率化・事務負担の軽減のため、応援券のデジ
タル化を検討
・保護者のニーズ把握に努め、事業内容の見直しを実施

子育て支援課給
付係

21
つどいの広場運営
事業

○つどいの広場の運営を業務委託により実施する。
【委託事業】
・親子の交流の場の提供
・子育て等に関する相談、情報提供
・子育て等に関する講習会の開催
・対象者：親と子（主に就学前の子）
・実施場所：黒磯地区1か所、西那須野地区・塩原地区1か所

計画期間まで、引き続きつどいの広場運営事業を実施
子ども・子育て
総合センター

22
児童虐待防止対策
事業

・要保護児童対策地域協議会代表者会議・実務者会議・個別ケース会議
等の開催
・SOS相談カード作成、関係機関への配布
・貧困家庭への食糧提供
・資料作成及び文書発送、電話受付等
・関係職員向け研修会の実施
・虐待防止啓発リーフレット等の配布
・児童虐待防止啓発本の配布
・対象者：子どもとその家庭及び妊産婦

・引き続き児童虐待防止対策事業を実施
・啓発方法（絵本等）について、より効果的な方法に見
直しを実施

子ども・子育て
総合センター

23
要支援児童放課後
支援事業

○養育放棄の状況にある要支援児童に対し、放課後等において食事や学
習ができる居場所を提供することにより、要支援児童の健全な成長と自
立を促すことを目的とする。
・小中学生に放課後の居場所を提供するとともに、以下の支援を行う。
・基本的生活習慣・望ましい食習慣の習得・宿題等の学習支援
・保護者の養育相談や悩み相談

要支援児童放課後支援事業は効果を検証の上、事業を実
施

子ども・子育て
総合センター

4/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

24
発達支援システム
推進事業

・発達支援体制の整備・充実や発達支援に係る巡回相談事業（早期発
見・支援）及び絵本のよみあい活動の実施・支援者および市民への研修
会の実施（人材育成と啓発動）
・多職種チームによる早期支援体制の充実

・計画期間まで、引き続き発達支援システム推進事業を
実施
・絵本の読みあい活動については効果を検証の上、特定
の場所以外でも実施するなど今後の事業の在り方を検討

子ども・子育て
総合センター

25 婦人相談事業

・第3次DV防止計画策定
・母子父子自立支援員兼婦人相談員の活動経費
・女性保護団体運営費補助事業
・DV被害者等緊急一時避難支援事業
・DV相談支援に関する職員研修会の実施
・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等対策事業

計画期間まで、引き続き婦人相談事業を実施
子ども・子育て
総合センター

26
民間保育施設等整
備支援事業

○定員増を図ることができる施設整備を行う事業者に対し、国の保育所
等整備交付金を活用し、保育園等整備補助金を交付する。
・東保育園新築工事（事業期間：R3～R4年度）
○施設整備を行うための借入をした事業者へ利子補給金を交付する。
（利子補給金額）毎年4月1日から翌年3月31日までの期間に金融機関等に
対して支払った借入金の利子の総額の2分の1

計画期間まで、引き続き民間保育施設等整備支援事業を
実施

保育課企画係

27
民間育児サービス
対策事業

○民間育児施設（認可外保育施設）への運営補助
・民間育児サービス施設補助金
・障害児補助金、第3子以降保育料補助金　私設保育所運営費補助金 他
○子育てのための施設等利用給付
・認可外保育施設を利用する子どもに対し、施設の利用料を助成
・対象者39人×37,000円×12月＝17,316,000円

・引き続き民間育児サービス対策事業を実施
・待機児童の動向を踏まえ、補助対象者を整理し、終期
の設定を検討

保育課給付係

28

東京オリンピッ
ク・パラリンピッ
クレガシー事業
（農務畜産課）

東京白金台MUSUBU那須塩原PRイベント

・引き続き東京オリンピック・パラリンピックレガシー
事業を実施
・レガシーの定着度を評価の上、出口戦略を含めて事業
の在り方を検討

農務畜産課農業
振興係

29 市民農園事業
・市民農園の管理、開設
・黒磯地区82.5A（6か所）　西那須野地区131A（6か所）　塩原地区43A
（2か所）

・計画期間まで、引き続き市民農園事業を実施
・事業の効果検証を実施

農務畜産課農業
振興係

5/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

30
学校農園開設支援
事業

・学校農園を開設し、農業体験の実施
・収穫した米や野菜を使用した、おにぎり作り体験や調理実習の実施

・計画期間まで、引き続き学校農園開設支援事業を実施
・事業の効果検証を実施

農務畜産課農業
振興係

31
農観商工連携推進
事業

・産学官の連携、農業、観光、商工の連携を推進し、農観商工連携推進
協議会を中心に事業を展開する。6次産業化情報の共有と支援を推進す
る。
・生乳等の六次産業化に向けた取組
・那須塩原ブランドの認定
※令和4年度に組織、事業の在り方についての見直しを実施する。
・那須塩原ブランドPR事業（那須塩原ブランドPR（出店など）、ホーム
ページ等による情報発信）

・引き続き農観商工連携推進事業を実施
・今年度作成するブランディングに基づいて事業を実施
し、併せて効果検証を実施

農務畜産課農業
振興係

32 園芸作物振興事業

一定の要件を満たす農業者（認定新規就農者、農業次世代人材投資資金
受給者、新規に認定農業者の認定を受けた者、前年度の農業所得が500万
円未満の認定農業者）に対して、園芸作物の生産に係る農業用機械及び
施設を導入した際、市単独補助金を交付する。（補助率1/2、上限30万
円）

・引き続き園芸作物振興事業を実施
・補助金交付要綱に基づき、定期的な検証及び見直しを
実施

農務畜産課担い
手支援係

33 就農促進事業

・新規就農対策の実施
・青年等就農計画の認定（認定新規就農者）
・農業次世代人材投資資金（経営開始型）の交付
・新規就農者育成総合対策事業（農業次世代人材投資事業の後継事業）
・チャレンジファーマーの育成、活用

・引き続き就農促進事業を実施
・補助金交付要綱に基づき、定期的な検証及び見直しを
実施

農務畜産課担い
手支援係

34
農業経営基盤強化
促進事業

・認定農業者等の団体の育成支援及び経営基盤の強化、認定農業者制度
の理解促進、認定志向農家の集合指導
・農業経営法人化、集落営農の組織化、法人化の推進
・機構集積協力金交付事業を活用した担い手（認定農業者）への農地利
用集積、経営面積の規模拡大
・持続的に農業を行うための生産の効率化に取り組む等の場合、必要な
農業用機械等の取得に対する支援
・未来へつながる持続可能な本市農業を推進するために、新たな取り組
みを意欲的に行う市内農業者に対する支援

・引き続き農業経営基盤強化促進事業を実施
・市が単独で実施している事業は効果検証を実施

農務畜産課担い
手支援係

35
高林地域森林管理
事業

・板室地区市有林約 40HAの管理(主伐、間伐、植林）
・小巻地区市有林約210HAの管理(主伐、間伐、植林）
【維持管理対象外】
三斗小屋地区、大蛇尾地区

設定した期間まで高林地域森林管理事業を実施
農林整備課林務
係

6/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

36
元気な森づくり事
業

○里山林整備事業（下刈り）
・金沢、鴫内地区（8HA）、西岩崎、鴫内地区（8HA）
※とちぎの元気な森づくり市町村交付金事業

設定した期間まで元気な森づくり事業を実施
農林整備課林務
係

37 松くい虫防除事業

○市内の各公園、各施設、各小中学校の49施設にある松の木（約3,700
本）に対して松くい虫の被害防除のため、薬剤の樹幹注入を実施する。
・松くい虫防除樹幹注入：樹木582本、薬剤2,331本（うち国庫補助対
象：樹木 84本、薬剤 315本）
※松林保全対策事業費補助金

国庫補助の対象とならない地区に関しては、一般財源で
はなく森林環境譲与税を原資として事業を実施

農林整備課林務
係

38 林道管理事業
・黒磯地区内の林道7路線、延長約21.5KMの維持管理
・定期的なパトロール、応急的な修繕対応の実施

林道管理事業は、一般財源ではなく森林環境譲与税を原
資として実施

農林整備課林務
係

39
県営林道整備事業
負担金

県営林道事業　林業専用道曽倉線開設工事に伴う市町村負担金
※林道曽倉線について、栃木県との管理移管協定に基づき県開設分の事
業費の一部を負担するもの。

設定した期間まで県営林道整備事業負担金を支出
農林整備課林務
係

40
塩原地区温泉街活
性化推進基金積立
金

塩原地区温泉街活性化推進基金の利子の積立を行う。
基金の残高が無くなるまで塩原地区温泉街活性化推進基
金の管理を実施

商工観光課観光
係

41 企業誘致事業

・企業立地促進条例の交付要件を満たした企業に奨励金を交付すること
により、企業立地を支援する。
・産業連携等による共同開発を行う企業に補助金を交付することによ
り、新たな技術の創出をサポートする。
・オフィス等の誘致については、お試しサテライトオフィス事業を展開
し、利用者へのアンケート調査により企業ニーズの把握に努め、物件等
の調査、誘致PR等のパンフレットを作成し企業誘致活動を展開する。

・引き続き企業誘致事業を実施
・各種補助金に関しては、効果検証をした上で見直しを
実施

商工観光課企業
立地係

42
まちなか交流セン
ター管理運営事業

・施設の維持管理
・集客のための自主事業（貸館、広報、講座、イベント）
・地域団体及びまちなか交流センター利用者会が実施する各種事業への
協力
・指定管理者制度導入を見据えた黒磯駅前活性化委員会への協力

施設を最大限に有効活用し、サービス向上と経費削減が
できるよう、指定管理者制度の導入に向けた準備を着実
に進める。

まちなか交流セ
ンター

7/11（改善）
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43
都市計画道路3・
3・4号東那須野東
通り道路改良事業

・道路予備設計　1式
・道路調査業務　1式

設定した期間まで都市計画道路3・3・4号東那須野東通
り道路改良事業を実施

都市整備課都市
整備係

44
黒磯駅周辺地区都
市再生整備計画事
業

○街なみ環境整備事業の実施
・周辺道路美装化工事　L=130M
・住宅等修景補助事業　1式

・設定した期間まで黒磯駅周辺地区都市再生整備計画事
業を実施
・現計画期間満了後は、事業を廃止

都市整備課都市
整備係

45 公園維持管理事業 指定管理者による都市公園等の維持・管理業務
・引き続き公園維持管理事業を実施
・帰属公園の老朽化した遊具については、更新しない

都市整備課都市
整備係

46 公園整備事業

・三小前緑地芦野石舗装修繕工事
・鳥野目河川公園オートキャンプ場（ガス給湯器交換工事、トイレ外壁
塗装工事、芝更新工事）
・烏ヶ森花壇土留新設工事
・帰属公園施設修繕

・引き続き公園整備事業を実施
・大規模な整備事業以外は、公園維持管理事業で実施

都市整備課都市
整備係

47
都市公園等長寿命
化事業

・公園施設長寿命化計画策定業務委託　1式
・鳥野目河川公園木道改修工事　L=141M

設定した期間まで市公園等長寿命化事業を実施
都市整備課都市
整備係

48 市営住宅整備事業
・市営住宅長寿命化計画策定業務委託　1式
・住宅マスタープラン策定業務委託　1式
・市営若松団地の外壁改修工事　1棟

・設定した期間まで市営住宅整備事業を実施
・老朽化した市営住宅は廃止も含めて今後の在り方を検
討

都市整備課都市
整備係

49 空き家等対策事業

・空き家対策審議会の開催
・空き家バンク制度の運用
・「那須塩原市空き家等対策の推進に関する条例」に基づく応急代行の
費用
・特定空き家等解体補助事業の運用
・空き家等対策計画改定及び空き家実態調査の実施（R3及びR4年度の2か
年)
・空き家情報管理システムの更改

・計画期間まで、引き続き空き家等対策事業を実施
・市が補助対象とする空き家等のうち国庫補助対象外と
なっているものがあるため、早急な見直しを実施

都市整備課空き
家対策係

8/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

50
河川公園等維持管
理事業

・河川公園の草刈、清掃、点検等業務委託
・河川公園の浄化槽・受水槽の保守点検等業務委託
・仮設トイレの設置
・古町河川公園施設堆積土砂除去工事

・引き続き河川公園等維持管理事業を実施
・管理協定の変更又は解消の可否等について栃木県と協
議することを検討

道路課河川係

51
木造住宅耐震診断
事業等補助事業

・旧耐震基準で建てられた（昭和56年5月31日以前に着工した）木造住宅
の耐震診断費等に対する支援及び耐震化の促進に係る普及啓発の実施
・耐震アドバイザー派遣による耐震化に関する相談の受付及び助言
・広報誌等への掲載、戸別訪問、各種イベントへの出展等による啓発活
動の実施
・耐震診断費用の補助【上限64,000円/件】

計画期間まで、引き続き木造住宅耐震診断事業等補助事
業を実施

建築指導課指導
係

52
木造住宅耐震改修
事業等補助事業

・耐震改修事業者向け講習会の実施
・旧耐震基準で建てられた（昭和56年5月31日以前に着工した）木造住宅
のうち、耐震性低いと診断された住宅の耐震改修費用及び耐震建替え費
用の補助【上限1,000,000円/件】
・居住誘導区域内における加算【100,000円/件】
・とちぎ材の家づくり耐震支援事業加算【100,000円/件】（耐震建替
え）

計画期間まで、引き続き木造住宅耐震診断事業等補助事
業を実施

建築指導課指導
係

53
単独処理浄化槽等
撤去事業助成事業

生活雑排水を公共用水域に流失させないために単独処理浄化槽・くみ取
り便槽から合併浄化槽または下水道への転換者に撤去費補助（上限10万
円）を補助する。

引き続き単独処理浄化槽等撤去事業助成事業を実施
※令和５年度予算は浄化槽設置整備事業助成事業に集約
済み

管理課給排水係

54 箒根学園整備事業

・関谷小学校、大貫小学校、横林小学校、箒根中学校をひとつとして、
関谷小学校敷地内に新しい義務教育学校を整備することから、校舎の新
築、既存校舎の改修、体育館の改築、太陽光発電等の整備を行う。
・校歌や校旗制作や備品購入など箒根学園開校及び円滑な運営のための
準備を行う。

箒根学園の整備が終了するまで引き続き事業を実施
教育総務課教育
施設係

55
黒磯学校給食共同
調理場管理運営事
業

・学校給食の調理、配送、食器等の回収洗浄
・施設・設備及び従事者の衛生管理
・給食費の調定・収納管理
・施設・設備の維持管理
・厨房機器の修繕・更新

・引き続き学校給食共同調理場管理運営を実施
・今後の児童生徒数及び学級数の状況を踏まえながら、
計画的に共同調理場の統廃合の検討を進める。

黒磯学校給食共
同調理場

9/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

56
H23.3.11発生東日
本大震災対応経費

・被災児童生徒に給食費、学用品費、通学用品費、新入学用品費、校外
活動費、修学旅行費、医療費、新入学準備金、オンライン学習通信費を
交付する。

設定した期間まで東日本大震災に係る被災児童への支援
を実施

学校教育課学校
支援教職員係

57 小中学校ICT事業

・ICT機器を活用した新たな学びの推進事業の実施（GIGAスクール端末
（児童生徒一人一台端末）を活用した授業の実施）、児童生徒系ネット
ワークシステムの適切な維持管理（電子黒板、タブレット、パソコン教
室等）、児童生徒系ネットワークシステム関連機器等の賃貸借
・WI-FI環境が無い家庭への一時的なモバイルルータ貸出、普通教室内無
線LANアクセスポイントの更新、箒根学園開校及び学級数増減等に伴う電
子黒板の学校間移設

・引き続き小中学校ICT事業を実施
・事業の推進に伴い、活用頻度が低下しているPC教室
は、計画的に縮小を進める。
・タブレット端末の修繕、更新に関しては、財源を検討

学校教育課学校
みらい係

58
外国語指導助手配
置事業

・ALT（外国語指導助手）を市内全小中学校に常駐配置
・中学生海外交流事業や、イングリッシュサマースクール、ALTフェス
ティバル、幼稚園保育園訪問等、市全体の国際理解教育を充実させるた
めのALTの活用

・引き続き外国語指導助手配置事業を実施
・ALTの配置や派遣については、効率的な運用を検討

学校教育課学校
みらい係

59 市民大学講座事業

実施目的や学習内容により各講座を2つの学部に分けて実施
○地域づくり学部
・目的：地域に出て自主的に活動できるような人材の育成、市民大学講
座を企画・立案できるような人材の育成、地域学校協働活動推進員の養
成
・主な講座：地域学校協働活動推進員講座一般公開分　等
○地域いきいき学部
・目的：市民に各公民館・各地域の特色を理解してもらう機会の提供、
市内全域における人的交流の推進
・主な講座：健康講演会、宇都宮共和大学連携講座、公民館連携講座
（随時）　等

・宇都宮共和大学連携講座についてはR4実績に基づき年
に1～2回程度の実施とすることを検討
・費用対効果を検証の上、今後の在り方を検討

生涯学習課生涯
学習係

60
体育施設管理運営
事業

スポーツ施設の指定管理業務
適正な利用者負担となるようにスポーツ施設の利用料金
を見直すなど、施設の収支改善を図る。

スポーツ振興課
管理係

61 体育施設整備事業

・市民の要望に対応するため、那珂川河畔運動公園ソフトボール場の防
球ネットを更新する。
・ゼロカーボンシティの実現のため、にしなすの運動公園外灯のLED化を
進める。
・日本女子ソフトボールリーグ開催のための必要備品を購入する。
・市民がスポーツを楽しむ環境を整えるため必要な整備等を行う。

計画に沿って体育施設整備事業を実施
スポーツ振興課
管理係

10/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（改善）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

62
ホースガーデン管
理運営事業

・市民等が気軽に乗馬体験できる施設として管理運営を行う。
・乗馬の専門事業者への業務委託

ホースセラピーの実施方法を含めて今後のホースガーデ
ンの在り方を検討し、施設の維持管理費の削減を実施

スポーツ振興課
管理係

11/11（改善）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

1
合併振興基金積立
金

合併振興基金に係る預金利子を基金に積み立てる。 引き続き合併振興基金の管理を実施
企画政策課行政
経営係

2
ふるさと基金積立
金

・令和3年度に受け付けた寄附を基金に積み立てる。
・預金利子を基金に積み立てる。

引き続きふるさと基金の管理を実施
企画政策課行政
経営係

3
公共施設等有効活
用基金積立金

公共施設等有効活用基金に係る預金利子を基金に積み立てる。 引き続き公共施設等有効活用基金の管理を実施
企画政策課行政
経営係

4
デジタル政策総合
調整事業

・DXに関し知見を有する有識者で構成する「那須塩原市DX有識者懇談
会」を設置し、方向性や取組み方針等に的確なアドバイスを受けDXの施
策の推進等を行う。
・DXフェロー（特別職非常勤）を任用し、DXについて専門的な助言を受
けDXの推進を図る。
・新たなデジタル技術の活用や取組をしている他自治体を視察し、先進
的な取組について調査、研究する。
・市内の事業者等が地域社会の活性化を図るため、デジタルを活用した
システムやサービス等に取組む事業を支援することにより、地域活動の
活性化、産業活動における諸問題の解決、地域経済の衰退抑制を図る。

引き続きデジタル政策総合調整事業を実施
デジタル推進課
デジタル政策係

5 情報管理事業

・情報担当職員の情報通信技術習得のため研修等への参加
・電算室環境保全のための空調設備管理業務
・地方自治情報化に関する情報取得等を目的としたJ-LISへの加入
・公用車の管理

引き続き情報管理事業を実施
デジタル推進課
システム管理係

6
地域情報化推進事
業

・地域情報化施策の調査、検討及び実施
・高林板室地区における光ファイバー通信網の維持、管理
・地デジ難視地区における共聴施設への再送信用機器の管理及び設備更
新

引き続き地域情報化推進事業を実施
デジタル推進課
システム管理係

7 統計調査総務事業

○統計調査員を対象とした学習会等の実施
・令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を考慮し、研修資
料を配布し事後アンケートを実施
○各種統計書の発行、統計データの一元化

引き続き統計調査総務事業を実施
デジタル推進課
統計データ係

1/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

8 海外都市連携事業

○ベトナム社会主義共和国カントー市との連携協定を締結する。
・ベトナムカントー市へ渡航
・カントー市視察）
・カントー市にて連携協定締結
・市内企業に対する外国人受入れの研修会（講演会）を開催する。

引き続き海外都市連携事業を実施 秘書課秘書係

9 都市間交流事業
・姉妹都市友好親善交流に係る連絡調整
・ひたちなか市との姉妹都市交流事業（令和3年度ひたちなか市開催の事
業をコロナ禍により令和4年度に延期【隔年開催】）

引き続き都市間交流事業を実施
市民協働推進課
ダイバーシティ
推進係

10 法制執務事業

・顧問弁護士の設置
・情報公開・個人情報保護審査会の設置
・行政不服審査会の設置
・例規改正データの作成
・例規データシステム等各種システムの利用
・平和首長会議メンバーシップ納付金の納入
・情報公開セミナーへの参加
・政策法務研修等の実施
・庁内法律相談の実施

引き続き法制執務事業を実施 総務課行政係

11
本庁法令図書等管
理事業

・法令集等の追録（加除）代
・新聞購読料
・参考図書購入購読料

引き続き本庁法令図書等管理事業を実施 総務課行政係

12 本庁文書管理事業

・印刷用紙代
・事務用封筒代
・事務及び印刷用機器等の消耗品、賃借、保守料
・後納郵便等の文書郵送代、郵便計器の購入
・ファイリングシステム維持管理コンサル委託、事務用品購入

引き続き本庁文書管理事業を実施 総務課行政係

13 人事研修事業
・各種職員研修の実施
・人事評価（能力評価＆業績評価）の実施
・勤務管理システムの運用

引き続き人事研修事業を実施
総務課人事研修
係

14 財政管理事業
予算編成、財政計画・調査、財政分析・統計・公表、予算の配当・執行
管理

引き続き財政管理事業を実施 財政課財政係

2/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

15
財政調整基金積立
金

財政調整基金への利子又は原資を積み立てる。 引き続き財政調整基金の管理を実施 財政課財政係

16 減債基金積立金 減債基金への利子又は原資を積み立てる。 引き続き減債基金の管理を実施 財政課財政係

17
新庁舎整備基金積
立金

新庁舎整備基金への利子又は原資を積み立てる。 引き続き新庁舎整備基金の管理を実施 財政課財政係

18 財産管理事業

・普通財産の管理
・市有財産の火災保険加入及び請求
・公共施設用地の賃貸借契約
・未利用市有地の処分

引き続き財産管理事業を実施 財政課管財係

19
本庁共通事務管理
事業

庁内の共通物品、事務用品の必要数量を管理し、適切な量を計画的に購
入することで、物品の効率的な供用、経費削減を図る。

引き続き本庁共通事務管理事業を実施 財政課管財係

20 本庁舎管理事業

・本庁舎、東庁舎及び附帯施設の維持管理
・庁舎内の機械設備、電気設備、備品管理
・庁舎内の衛生的環境の確保
・共墾社森林公園、第2駐車場の維持管理
・庁舎照明器具LED化（リース）

引き続き本庁舎管理事業を実施 財政課管財係

21
本庁公用車集中管
理事業

・本庁集中管理車の運行管理及び維持管理
・共通ETCの管理
・公用車自動車共済保険の加入及び請求
・職員の安全運転推進
・電気自動車の導入(リース)

引き続き本庁公用車集中管理事業を実施 財政課管財係

22 入札・契約事業

○市が発注する工事、業務委託、物品購入その他業務の厳正かつ適正な
入札及び契約事務の執行
・建設工事及び建設コンサルを対象に電子入札システムによる入札を実
施
・指名競争入札において郵便入札を実施
・事務担当課に対する適正な契約方法についての指導、助言

引き続き入札・契約事業を実施
契約検査課契約
係

3/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

23 工事等検査事業

・公共工事の設計が目的に適した内容になっているか審査するととも
に、工事が設計図書に基づいて適正に履行されているか検査する。
・建設工事に係る法の改正に伴い必要となる設計基準の改定を行うとと
もに、関係各課へ周知徹底を図る。
・公共工事を優秀な成績で完成させた建設業者を表彰する。

引き続き工事等検査事業を実施
契約検査課検査
係

24 税務総務事業
・課税課公用車、コピー機等の管理
・税関係証明書の発行

引き続き税務総務事業を実施 課税課税制係

25 諸税賦課事業

・税システムの管理
・軽自動車税の申告受付、納税通知書作成、発送
・市たばこ税の申告受付、納入処理
・入湯税の申告受付、納入処理
・軽自動車税ワンストップ制度対応

引き続き諸税賦課事業を実施 課税課税制係

26 市民税賦課事業

・市民税賦課資料の収集（確定申告受付、給与支払報告書電算投入業
務、税務署受付確定申告情報電算投入業務）
・市民税・県民税申告書、所得税確定申告書、給与支払報告書の電算処
理
・地方税電子申告サービス提供、住民税の公的年金からの特別徴収
・法人市民税の申告書送付、申告内容電算投入業務及び電算処理
・個人市民税（普通徴収、特別徴収）の賦課及び賦課内容の説明
・法人市民税の賦課及び賦課内容の説明

引き続き市民税賦課事業を実施 課税課市民税係

27
固定資産税賦課事
業

・固定資産税・都市計画税（税率の上限は地税法で規定）の賦課及び納
税通知書の作成、発送
・土地・家屋の現地調査及び評価入力
・償却資産申告書発送、受付
・閲覧デ－タ提供

引き続き固定資産税賦課事業を実施
課税課資産税土
地係

28 市税徴収事業

・安定した税収を確保する。
・収納率の向上
・納税意識の向上、徴収担当職員のスキルアップ
・滞納額の抑制、圧縮
・預金照会システム導入
・地方税共通納税システム対象税目拡大に伴うシステム改修業務

引き続き市税徴収事業を実施 収税課収納係

29 環境衛生総務事業

・衛生害虫の駆除指導
・火葬場使用料差額補助
・専用水道、簡易専用水道、小規模水道に関する事務
・黒磯那須共同火葬場組合負担金
・大田原市火葬場経常経費負担金

引き続き環境衛生総務事業を実施
環境課環境衛生
係

4/29（継続）
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30
指定ごみ袋製造・
管理事業

・指定ごみ袋の製造、保管管理、配送業務に係る委託契約
・指定ごみ袋取扱店への一般廃棄物処理手数料収納事務委託

引き続き指定ごみ袋製造・管理事業を実施
廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

31
那須地区広域ごみ
処理事業

那須地区広域行政事務組合の共同処理事業に対し、負担金を支出する。
・一般廃棄物最終処分場管理費（黒羽グリーンオアシス）
・し尿処理費（第2衛生センター）
・し尿処理施設整備公債費

引き続き那須地区広域ごみ処理事業を実施
廃棄物対策課一
般廃棄物対策係

32
不法投棄巡回監視
事業

・担当職員及び廃棄物監視員（監視員：黒磯地区2名、西那須野塩原地区
2名計4名、シルバー人材センター：1班2名土日祝日+翌平日）による不法
投棄等の監視指導及び廃棄物回収
・不法投棄監視カメラ設置（市内全域不法投棄多発箇所、随時）
・ごみ捨て禁止看板設置（市内全域不法投棄多発箇所、随時）

引き続き不法投棄巡回監視事業を実施
廃棄物対策課産
業廃棄物対策係

33
産業廃棄物処理施
設等立地抑制事業

・国、県に対する廃棄物処理制度の改正要望
・産廃施設周辺の地下水水質検査（毎月）
・地元団体との連携（那須塩原市環境保全事業補助金）

引き続き産業廃棄物処理施設等立地抑制事業を実施
廃棄物対策課産
業廃棄物対策係

34
産業廃棄物対策事
業

・産廃施設立入検査及び監視（随時）
・周辺整備事業の適正な実施
・市土砂条例の運用・指導

引き続き産業廃棄物対策事業を実施
廃棄物対策課産
業廃棄物対策係

35
家庭系ごみ収集事
業

・家庭系一般廃棄物の収集運搬を民間に委託し、安定した廃棄物の収集
運搬を行う。（ステーション回収、蛍光灯・白色トレイ拠点回収）
・粗大ごみ戸別収集・動物死体回収業務の民間委託化、収集運搬車両の
維持管理を行う。

引き続き家庭系ごみ収集事業を実施
廃棄物対策課施
設係

36
那須塩原クリーン
センター管理運営
事業

・那須塩原クリーンセンターの管理運営
・ごみの減量化及び資源化の啓発、搬入物の確認指導
・包括的管理運営業務の委託
・資源物の搬出調整、売却処理
・処理不適物処理業務の委託
・長寿命化計画策定業務委託
・基幹的設備改良工事及び長期包括運営業務に係る設計・施工管理等業
務の委託

引き続き那須塩原クリーンセンター管理運営事業を実施
廃棄物対策課施
設係
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37
最終処分場管理運
営事業

那須塩原クリーンセンターで中間処理された廃棄物を適正に埋め立てる
とともに、環境基準を順守し、効果的な管理運営を行う。
・一般廃棄物最終処分場管理運営
・包括的管理運営業務の委託
・埋立計画及び埋立期間の管理

引き続き最終処分場管理運営事業を実施
廃棄物対策課施
設係

38
旧清掃センター管
理事業

○旧清掃センターの建物及び敷地の維持管理
○公害補償制度における汚染負荷量賦課金の負担
・旧黒磯清掃センター
・旧西那須野清掃センター
・旧塩原クリーンセンター
※昭和30～40年代の公害健康被害者への補償制度

引き続き旧清掃センター管理事業を実施
廃棄物対策課施
設係

39 防犯対策事業

〇防犯等啓発事業
・地域における防犯カメラ設置への設置費等補助
・防犯等意識高揚のための啓発活動の実施
・各種防犯推進団体への支援及び防犯連絡会議の開催
・防犯カメラシステムの運用
〇自主防犯団体の設立促進、支援
・市内地域の自主的防犯活動実施団体への活動支援補助金
・団体相互の情報交換、研修会の案内

・引き続き防犯対策事業を実施
・防犯カメラ設置費等補助金については、自主的に効果
検証を実施

生活課くらし安
全安心係

40
防犯灯設置・管理
助成事業

〇防犯灯設置及び管理助成事業
・自治会等へのLED防犯灯設置費、電気料補助

引き続き防犯灯設置・管理助成事業を実施
生活課くらし安
全安心係

41
消事業生活セン
ター運営事業

○消費生活相談業務
消費者基本法及び消費安全法に基づく消費生活相談を行い、寄せられた
相談に対して適切な助言やあっせんを行うほか、相談内容を分析・整理
し消費者庁が整備するPIO-NET（全国消費生活情報ネットワーク）に入力
し、消費者庁他の機関と情報共有を行う。また、市民から寄せられる相
談は社会情勢の変化と技術の革新を受けて年々複雑・多様化しており、
その相談対応にあたる消費生活相談員は、的確な助言・あっせんができ
るよう、最新の事例や関連法令を学び修得する機会が必要である為、各
種研修に参加し、資質向上を図る。
○消費者啓発業務
広報誌やホームページ、出前講座等を活用した消費生活情報を提供す
る。

引き続き消事業生活センター運営事業を実施
消費生活セン
ター

42
地球温暖化対策推
進事業

・気候変動対策計画の推進、環境連絡会・専門部会の運営
・市民へのゼロカーボンアクションの普及促進、気候変動対策講演会の
実施

引き続き地球温暖化対策推進事業を実施 気候変動対策課
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■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

43
脱炭素社会構築推
進事業

○ゼロカーボン街区の構築
・青木地区における再生可能エネルギー設備及び蓄電池等の導入
・民間施設における再生可能エネルギー設備導入に係るポテンシャル調
査
○地域再生可能エネルギー（小水力、風力、地熱、太陽光）の地域での
活用
・地域新電力の設立、公共施設への再生可能エネルギー設備の導入
・公共施設における再生可能エネルギー設備導入に係るポテンシャル調
査
・促進区域設定等に向けた再エネポテンシャル等調査
○電気自動車等の導入に対する補助
・電気自動車、外部給電器、V2H充放電設備、充電設備購入費補助

引き続き脱炭素社会構築推進事業を実施 気候変動対策課

44
気候変動対策基金
積立金

気候変動対策基金への積立 引き続き気候変動対策基金の管理を実施 気候変動対策課

45
気候変動適応推進
事業

気候変動対策計画の推進、気候変動適応センターの運営、気候変動情報
の収集・分析、気候変動のリスク分析、熱中症予防情報の発信

引き続き気候変動適応推進事業を実施 気候変動対策課

46
民生（児童）委員
活動事業

・民生委員推薦会の開催・運営、一斉改選に係る推薦事務に関する経費
・市民生委員児童委員協議会連合会の事業に関する経費の支援
・民生委員児童委員推薦事務、委嘱状・感謝状伝達式、新任者研修会に
関する経費

引き続き民生（児童）委員活動事業を実施
社会福祉課社会
福祉係

47
戦没者遺族等援護
事業

・市戦没者追悼式の開催（市と遺族連合会との共催）
・遺族連合会の活動支援
・国の特別弔慰金請求受付に係る地方事務

引き続き戦没者遺族等援護事業を実施
社会福祉課社会
福祉係

48
災害見舞金給付事
業

○災害見舞金・弔慰金の支給
・全壊、全焼、流失又は埋没　1戸につき　5万円
・大規模半壊、中規模半壊、半壊、半焼又は半埋没　1戸につき　3万円
・準半壊　1戸につき　1万円
・死亡　1人につき　10万円
・重症　1人につき　2万円

引き続き災害見舞金給付事業を実施
社会福祉課社会
福祉係
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49
地域共生社会推進
支援事業

・関係機関、地域とのネットワークによる福祉総合相談支援体制の構築
・庁内関係課との包括的支援ネットワークの構築
・住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制の構築
【令和4年度事業内容】
・職員研修の実施
・相談支援包括化推進員の配置
・福祉相談支援システム

引き続き地域共生社会推進支援事業を実施
社会福祉課地域
共生係

50
避難行動要支援者
支援事業

災害対策基本法に規定する要配慮者のうち災害時に自主避難が困難で
あって、その避難のために特に支援を要する者「避難行動要支援者（以
下、要支援者）」を把握し、避難支援及び安否確認並びに平時の見守り
活動を円滑に行うため自治会、民生委員等の支援者と情報を共有する。

引き続き避難行動要支援者支援事業を実施
社会福祉課地域
共生係

51
特定疾患患者見舞
金給付事業

特定疾患患者（栃木県から「特定医療（指定難病）受給者証」「小児慢
性特定疾患医療受給者証」「一般特定疾患医療受給者証」の交付を受け
た者）への見舞金の支給

引き続き特定疾患患者見舞金給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

52
障害者福祉総務事
業

・障害者への福祉タクシー券交付
・栃木県及び那須地区における障害者スポーツ大会への参加支援
・障害者差別解消の促進、手話言語条例の理解促進
・多機能型事業所つくし外壁塗装工事（長寿命化）負担金

引き続き障害者福祉総務事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

53
総合支援法事業管
理事業

○障害福祉サービスの支給決定に必要な事務
・心身の状況等に関する認定調査
・障害支援区分認定に必要な医師意見書の作成依頼
・適正な支援区分決定のための自立支援審査会による審査判定
○障害福祉サービスの必要量とその確保の方策を定める障害福祉計画の
策定
・計画書の印刷・配布
○障害者相談支援センターの相談環境の整備
・相談支援用インターネット回線維持管理
○地域活動支援センターふれあいの森（指定管理施設）事業環境の整備
・施設長寿命化工事（屋根外壁塗装）
・施設維持管理用車両の更新
・施設内照明の交換工事（LED化）
○市地域自立支援協議会の運営
・協議会の運営
・協議会専門部会と連携し、障害児支援ガイドブックの制作

引き続き総合支援法事業管理事業を実施
社会福祉課障害
福祉係
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54
障害者福祉サービ
ス給付事業

○障害者総合支援法の中核的な法定サービス（障害者福祉サービス等）
を行う経費
・介護給付（生活上または療育上の必要な介護を行う）
・訓練等給付（身体的または社会的なリハビリテーションや就労につな
がる支援）
・障害児通所支援
・計画相談支援
・特定障害者特別給付
・療養介護医療費、等

引き続き障害者福祉サービス給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

55
自立支援医療事業
給付事業

○更生医療事業
・人工透析等の障害の軽減に必要な医療費の給付（医療保険による給付
が優先され、自己負担分を自立支援医療制度で支給する）
○育成医療事業
・障害の軽減が確実に見込まれる治療に係る医療費の給付（医療保険に
よる給付が優先され、自己負担分を自立支援医療制度で支給する）

引き続き自立支援医療事業給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

56 補装具給付事業

○身体障害者（児）及び難病等患者への補装具費の支給
・障害者（児）からの申請を受け、購入、修理又は借受の必要性を認め
たときに要した費用を支給する。
※補装具の種目：義肢、装具、車椅子、座位保持装置、義眼、補聴器、
等
○軽度・中等度難聴児への補聴器購入費等の助成
・身体障害者手帳対象外の軽度・難聴児からの申請を受け、購入または
修理の必要性を認めるときに補聴器購入費等を助成する。

引き続き補装具給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

57
障害者地域生活支
援事業

○地域生活支援事業（日常生活用具給付等事業を除く）
・地域活動支援センターⅠ型・Ⅱ型・Ⅲ型
・相談支援事業
・移動支援、日中一時支援、訪問入浴サービス
・意思疎通支援
・自動車改造費用助成
・成年後見制度利用支援事業　など

引き続き障害者地域生活支援事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

58
障害者日常生活用
具給付事業

○身体障害者等の日常生活上の便宜を図るための各種用具の給付
・厚生労働省告示による以下の6つの種目が交付対象用具
1介護・訓練支援用具、2自立生活支援用具、3在宅療養等支援用具、4情
報・意思疎通支援用具、5排泄管理支援用具、6居宅生活動作補助用具

引き続き障害者日常生活用具給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

59
小児慢性日常生活
用具給付事業

・小児慢性特定疾病児童の日常生活上の便宜を図るための各種用具の給
付
・給付対象用具：車いす、電気式たん吸引器、ネブライザー等

引き続き小児慢性日常生活用具給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

9/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

60
身体障害者在宅福
祉事業

・障害者団体の活動補助金の交付
・車椅子タクシー券交付、車椅子貸出（重度障害者の外出支援）
・手話奉仕員養成事業（意思疎通支援者の養成）
・聴覚障害者社会参加促進手話教室（手話の普及・理解促進）
・中途失聴・難聴者のための手話・読話教室、パソコン教室（当事者の
社会参加促進）
・医療的ケア児短期入所受入促進事業（介護者のレスパイトケア）

引き続き身体障害者在宅福祉事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

61
特別障害者手当等
給付事業

次の手当の支給
・特別障害者手当：重度の障害を有する20歳以上の方に支給（月額
27,350円）
・障害児福祉手当：重度の障害を有する20歳以下の児童に支給（月額
14,880円）
・重度心身障害者福祉手当：20歳未満の重度障害児を療育している方に
支給（月額8,000円）

引き続き特別障害者手当等給付事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

62
重度障害者住宅改
造助成事業

重度身体障害者のための住宅改造費の助成 引き続き重度障害者住宅改造助成事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

63
知的障害者在宅福
祉事業

知的障害者関係団体への運営補助金等の交付 引き続き知的障害者在宅福祉事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

64
精神障害者福祉事
業

・精神障害者に関する啓発活動を行う団体の支援
・NPO法人との共催による啓発事業（フォーラム）の実施

引き続き精神障害者福祉事業を実施
社会福祉課障害
福祉係

65 行旅人援護等事業

・行旅死亡人等埋火葬する者がいない遺体の葬祭に係る費用
・行旅死亡人等の取扱いに係る消耗品費
・無縁墓地使用料
・行旅人への法外援護（切符、食糧の支給）に係る費用

引き続き行旅人援護等事業を実施
社会福祉課保護
係

66
介護保険特別対策
事業

〇障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業
障害者自立支援法によるホームヘルプサービスを利用していた低所得者
が65歳に到達したことで介護保険の対象者となった者の利用者負担を軽
減する。
〇社会福祉法人等利用者負担軽減制度事業
低所得者の介護サービス利用者負担額を軽減し、利用促進を図る社会福
祉法人への補助金を交付する。

引き続き介護保険特別対策事業を実施
高齢福祉課介護
管理係

10/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

67
地域医療介護総合
確保事業

・公募により選定された整備事業者に対して、施設の建設及び開設準備
に要する費用を対象に補助金を交付する。
・介護未経験者に対して、県介護人材確保対策事業実施要領に定められ
たカリキュラムを実施する。

引き続き地域医療介護総合確保事業を実施
高齢福祉課介護
管理係

68 老人保護措置事業
〇高齢者の養護老人ホーム等への入所措置
〇緊急一時保護事業
・虐待等の理由により、緊急かつ一時的に高齢者を保護するための事業

引き続き老人保護措置事業を実施
高齢福祉課地域
支援係

69 国民年金事務事業

次の事務を行うための事務費
・国民年金資格適用事務
・国民年金保険料関係事務
・国民年金給付関係事務
・国民年金協力連携事務
・年金生活者支援給付金関係事務

引き続き国民年金事務事業を実施
国保年金課国保
年金係

70 保健衛生総務事業

・保健衛生事業に係る事務用OA機器等の保守管理
・保健衛生事業に係る各種負担金等の執行
・街頭献血の実施及び献血の普及啓発
・骨髄移植ドナー支援事業奨励金の交付（ドナー：20,000円/日、事業
所：10,000円/日、上限：通算7日間）
・公的病院等支援補助金及び医師会・歯科医師会等への地域医療等協力
交付金の交付

引き続き保健衛生総務事業を実施
健康増進課保健
予防係

71
保健センター管理
運営事業

・消耗品購入
・光熱水費管理
・公用車管理
・施設の清掃、警備、点検等各種業務委託
・施設内外の環境整備（除草、樹木剪定）
・黒磯保健センターの施設修繕
・黒磯保健センターの非常放送設備更新
・黒磯保健センターの施設新規整備
・黒磯保健センターの受変電設備改修

引き続き保健センター管理運営事業を実施
健康増進課保健
予防係

11/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

72 予防接種事業

〇定期予防接種の実施（予防接種法に基づく予防接種）
・種類：4種混合、麻しん風しん混合、BCG、日本脳炎、ヒブ、小児用肺
炎球菌、水痘、B型肝炎、ロタウイルス、ジフテリア・破傷風、子宮頸が
ん（3年間のキャッチアップ接種事業により対象年齢拡大）、高齢者イン
フルエンザ、高齢者肺炎球菌、成人男性の風しん抗体検査及び予防接種
〇法定外予防接種費用助成事業の実施（市要綱に基づく）
種類：おたふくかぜ（乳幼児）、風しん（成人）、高齢者肺炎球菌、骨
髄移植等により免疫を消失した者の再接種、子宮頸がん（3年間）

引き続き予防接種事業を実施
健康増進課保健
予防係

73
子ども・子育て夢
基金積立金

基金への積立 引き続き子ども・子育て夢基金の管理を実施
子育て支援課子
ども福祉係

74
ひとり親家庭医療
事業助成事業

・保健診療自己負担分のうち、高額療養費及び附加給付を除いた分を申
請に基づき受給資格者に助成する。
・対象者：18歳未満（満18歳に達した日以降の3月31日まで）の児童を養
育している母子及び父子家庭等　※所得制限あり

引き続きひとり親家庭医療事業助成事業を実施
子育て支援課給
付係

75 遺児手当事業
父母の一方又は両方が死亡した児童（義務教育修了前の者）1人につき月
額3,000円を支給する。

引き続き遺児手当事業を実施
子育て支援課給
付係

76
こども医療事業助
成事業

・保健診療自己負担分のうち、高額療養費及び附加給付を除いた分を申
請に基づき受給資格者に助成する。
1未就学～中学生：現物給付（県内の医療機関等 、他は償還払い）
2高校生：償還払い

引き続きこども医療事業助成事業を実施
子育て支援課給
付係

77
妊産婦医療事業助
成事業

・保健診療自己負担分のうち、高額療養費及び附加給付を除いた分を申
請に基づき受給資格者に助成する。
・対象者：妊産婦（妊娠の届出をした月の初日から出産した月の翌月末
日まで）

引き続き妊産婦医療事業助成事業を実施
子育て支援課給
付係

78
重度心身障害者医
療事業助成事業

・保険診療自己負担分のうち、高額療養費及び附加給付を除いた分を申
請に基づき受給資格者に助成する。
・対象者：身体障害者手帳1,2級所持者、療育手帳A1.A2所持者、知的障
害者で知能指数が35以下の者、身体障害者手帳3,4級所持者で知能指数が
50以下と判定された者、精神障害者保健福祉手帳1級所持者

県内自治体の動向を見ながら、引き続き重度心身障害者
医療事業助成事業を実施

子育て支援課総
合支援係

12/29（継続）
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79
子ども・子育て総
合センター総務事
業

公用車等の管理 引き続き子ども・子育て総合センター総務事業を実施
子ども・子育て
総合センター

80
子ども家庭総合支
援事業

・子ども家庭支援全般に係る業務（電話相談・来所相談・家庭訪問）
・要支援児童、要保護児童、その家庭、特定妊婦等への支援
・先の2点を行うための関係機関との連絡調整に係る業務
・対象者：子どもとその家庭及び妊産婦

引き続き子ども家庭総合支援事業を実施
子ども・子育て
総合センター

81
子育て相談セン
ター運営事業

常設サロン・出張サロンを開催し、子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進、子育て等に関する相談・援助の実施、地域の子育て関連情報の
提供、子育て及び子育て支援に関する講習等の実施を行う。
・対象者：乳幼児及びその保護者
・実施場所：子育て相談センター・公民館等

引き続き子育て相談センター運営事業を実施
子ども・子育て
総合センター

82
子育て短期支援事
業

・保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由
により家庭において児童を養育することが一時的に困難になった場合、
委託事業先において養育を行う。

引き続き子育て短期支援事業を実施
子ども・子育て
総合センター

83
母子生活支援・助
産施設措置事業

・母子生活支援施設：配偶者のない母子又はこれに準ずる事情のある母
子を入所させ、母子の福祉の向上・自立の促進を図る。
・助産施設：保健上必要があるにもかかわらず、経済的に困窮してお
り、病院等施設における出産費用を負担できない者について、安心して
出産させるために出産に係る費用を公費で負担する。

引き続き母子生活支援・助産施設措置事業を実施
子ども・子育て
総合センター

84
ひとり親家庭支援
事業

・母子・父子自立支援員兼婦人相談員の活動経費
・母子父子寡婦福祉資金の貸付、償還事務
・ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業
・ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金等事業
・ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
・母子・父子自立支援プログラム策定事業

引き続きひとり親家庭支援事業を実施
子ども・子育て
総合センター

85 保育総務事業

・保育園等への入退園事務、運営事務、利用者負担額（保育料）算定事
務等に係る事務費
・民営化を推進するため、移管事業者の選定を行う。
・市内教育・保育施設に通う児童の豊かな感性を育むため、年中または
年長クラスを対象に芸術家の派遣を行う。
・保育園等での生活において要支援児に対し発達支援保育を行うに当た
り必要な審査を行うため発達支援保育審査会を開催する。

引き続き保育総務事業を実施 保育課管理係

13/29（継続）
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86
保育園管理運営事
業

公立保育園（10園）の運営管理に要する経費 引き続き保育園管理運営事業を実施 保育課管理係

87 保育園保健事業 園児及び職員の健康診断、施設の衛生管理を行う。 引き続き保育園保健事業を実施 保育課管理係

88
民間保育施設運営
支援事業

○市内の私立保育園、認定こども園、地域型保育施設への補助金等の交
付
・地域子ども子育て支援事業
・保育補助者雇上強化事業
・保育環境改善事業（コロナ対策)
・県単：1歳児担当保育士増員費、アレルギー対応給食事業
・市単補助（発達支援児保育ほか6事業）

引き続き民間保育施設運営支援事業業を実施 保育課管理係

89 わんぱく保育事業

○私立幼稚園等に在園する園児の保護者及び幼稚園の設置者に対する補
助
・子育て支援事業（子育てランド事業）
・幼稚園児健康診断事業
・特別支援サポート事業
・施設等利用費（預かり保育利用分）

引き続きわんぱく保育事業を実施 保育課管理係

90 保育施設給付事業 特定教育・保育施設等への運営費（給付費、委託料）の支払い 引き続き保育施設給付事業を実施 保育課給付係

91 幼稚園支援事業 未移行幼稚園に通う園児に対する施設等利用費の支給 引き続き幼稚園支援事業を実施 保育課給付係

92 農業振興事業

・関連機関との総合調整事業
・時事、先進事例の情報収集事業
・事務運営に必要な需用費
・関係機関、団体への負担金・交付金
・本市農業の活性化推進に関する調査研究
・那須塩原市食育・地産地消推進計画の推進、進捗管理
・那須塩原市農業公社運営に係る費用を支援
・元気アップアグリプランの策定（見直し）

引き続き農業振興事業を実施
農務畜産課農業
振興係

14/29（継続）
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93
農作物被害対策事
業

・米、麦、大豆の無人ヘリによる一斉防除
・塩原地区高原野菜の野菜畑土壌消毒

引き続き農作物被害対策事業を実施
農務畜産課農業
振興係

94
中山間地域活性化
事業

・中山間地域の活性化施設（青木ふるさと物産センター）、地域資源総
合管理施設（アグリパル塩原）の管理運営委託（指定管理）
・箒川沿岸運動広場の管理業務委託
・県中山間地域活性化推進協議会による各種イベント等の参加
・中山間地域等の直接支払事業対象地に対する管理補助
・農産物直売所整備支援事業（青木ふるさと物産センター建替工事実施
設計等）
・農業公社による生産者の育成支援

引き続き中山間地域活性化事業を実施
農務畜産課農業
振興係

95
環境保全型農業直
接支援事業

・化学肥料・化学合成農薬を原則5割以上低減する取組と合わせて行う、
地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動について、国・
県の定める単価に基づき支援する。

引き続き環境保全型農業直接支援事業を実施
農務畜産課農業
振興係

96
農業後継者育成事
業

経営継承・発展支援事業（経営を継承した後継者が、経営継承後発展さ
せる取組に対し支援するもの） 引き続き農業後継者育成事業を実施

農務畜産課担い
手支援係

97
農業経営資金利子
助成事業

・農業経営基盤強化資金（スーパーL）の利子補給
※農業経営基盤強化資金は、平成25年以降の貸付けからは（公財）農林
水産長期金融協会が利子補給を行っているため、それ以前に貸付した農
業者への利子補給を行う。
・農業近代化資金の利子補給
※令和3年度以前の過去の貸付けと令和4年度の新規貸付けに対する利子
補給を農業者へ行う。

引き続き農業経営資金利子助成事業を実施
農務畜産課担い
手支援係

98
多面的機能支払交
付金事業

○本事業は多面的機能支払交付金事業であり、地域が共同で行う農地の
維持向上活動を支援する。
・農地維持支払→多面的機能を支える共同活動費を支援する。
・資源向上支払→地域資源(農地、水路、農道等)の質的向上を図る共同
活動を支援する。
○多面的機能支払交付金事業費補助金

引き続き多面的機能支払交付金事業を実施
農林整備課農村
整備係

99
国営那須野原総合
開発関連事業

・国営那須野原総合農地開発事業で整備された、基幹水利施設の適切な
維持管理が行われることにより、受益地である優良農地の安定した生産
性を確保する。
・国営造成施設の維持管理事業に対し、補助金及び負担金による支援を
行う。

引き続き国営那須野原総合開発関連事業を実施
農林整備課農村
整備係

15/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

100
農村基盤施設管理
事業

・農道の維持管理に必要な保険料及び必要経費等（管理農道323路線(黒
磯273、塩原50)、L＝189KM）
・農業用用排水路維持管理に必要な委託料、保険料及び必要経緯費等
（管理排水路　5路線、L＝21.7KM）
・地域要望に基づいた維持修繕事業

引き続き農村基盤施設管理事業を実施
農林整備課農村
整備係

101 農村公園管理事業 那須疏水公園等の維持管理に関する経費 引き続き農村公園管理事業を実施
農林整備課農村
整備係

102
農村環境保全基金
積立金

農村環境保全基金の運用による利子積立を行う。 引き続き農村環境保全基金の管理を実施
農林整備課農村
整備係

103 林業振興事業
・森林の保全のため、保安林及び林地開発事務を適正に実施する。
・木材の普及や林業の振興を図るため、各林業関係団体との情報交換を
行う。

引き続き林業振興事業を実施
農林整備課林務
係

104 有害鳥獣対策事業

・鳥獣被害対策実施隊員による、野生有害鳥獣の捕獲、被害調査に基づ
く対策指導
・野生鳥獣被害対策協議会活動による防除柵設置の補助等など環境整備
への支援

引き続き有害鳥獣対策事業を実施
農林整備課林務
係

105
森林環境整備促進
基金活用事業

国から支給される森林環境税及び森林環境譲与税を活用し、以下の事業
を行う。
・森林経営管理法による私有林の整備や管理
・公共施設における木造・木質化による木材の利用促進
・森林環境整備に関する体験学習や普及啓発

・引き続き森林環境整備促進基金活用事業を実施
・実施した事業については効果検証を実施

農林整備課林務
係

106
森林環境整備促進
基金積立金

森林環境税及び森林環境譲与税を森林環境整備促進基金へ積み立てる。 引き続き森林環境整備促進基金の管理を実施
農林整備課林務
係

107 地籍調査事業

・宮町地区(0.08KM2)の一筆地調査(E)、細部図根測量(FⅠ)、筆地測量(F
Ⅱ-1)
・大原間Ⅰ地区(0.10KM2)の地籍測定(G)、閲覧(H)
・令和5年度計画、大原間Ⅱ地区の調査図素図等作成、調査前データ作成
・修正申出があった場合の対応

引き続き地籍調査事業を実施
農林整備課地籍
調査係

16/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

108 都市計画総務事業

・那須塩原市立地適正化計画推進事業
・都市計画審議会の開催
・道路等都市基盤整備の推進（期成同盟会、協議会加入、要望活動）
・分譲宅地の販売、管理
・被災宅地危険度判定業務

引き続き都市計画総務事業を実施
都市計画課都市
計画係

109
屋外広告物・景観
形成推進事業

・屋外広告物適正化推進事業
・景観審議会の開催

引き続き屋外広告物・景観形成推進事業を実施
都市計画課都市
計画係

110
開発行為許可・指
導事業

・都市計画法及び市土地開発指導要綱に基づく開発行為等の規制
・優良宅地及び優良住宅の認定
・開発行為等の規制に関する各種会議、研修会への参加
・開発行為等に規制に関する参考図書の購入

引き続き開発行為許可・指導事業を実施
都市計画課開発
指導係

111
開発帰属施設管理
事業

○開発行為により帰属を受けた雨水浸透槽及び緑地について、緊急性に
応じ、立木の伐採、フェンス等の修繕及び土砂撤去工事を行う。
〇令和4年度の修繕計画
・雨水浸透槽施設の立木伐採業務等　緑地1か所及び浸透槽4か所、計5か
所を予定
・雨水浸透槽施設の修繕及び堆積土砂撤去　計7か所を予定

・引き続き開発帰属施設管理事業を実施
・地区により不公平感が生じることのないよう、地元住
民への再周知等を検討

都市計画課開発
指導係

112 街路整備総務事業
・街路整備推進のための関連事務執行
・街路用地草刈等の維持管理

引き続き街路整備総務事業を実施
都市整備課都市
整備係

113 駅前広場管理事業
・黒磯駅前広場、那須塩原駅前広場、西那須野駅前広場の維持管理
・那須塩原市駅前広場運営協議会への支援

引き続き駅前広場管理事業を実施
都市整備課都市
整備係

114
市営住宅維持管理
事業

・指定管理による市営住宅の維持管理
・老朽化住宅の用途廃止、解体
・住宅用地の未利用地の売却等

引き続き市営住宅維持管理事業を実施
都市整備課都市
整備係

115
市有建築物営繕管
理事業

・建築基準法第12条に規定する市有建築物及び建築設備の定期点検の実
施
・適切な営繕を行うための技術知識の習得や参考図書の整備

引き続き市有建築物営繕管理事業を実施
都市整備課建築
係

17/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

116 土木総務事業
・土木行政に関する各種会議、研修会への参加
・土木行政に関する参考図書の購入

引き続き土木総務事業を実施 道路課管理係

117
道路橋りょう管理
事業

・道路用地寄附、市道等登記未処理地、道路境界確定に係る測量業務の
実施（市道西三島618号線他用地測量　A=3,000㎡）
・国有財産譲与に係る追加譲与の申請
・道路用地等に係る賃借料の支出
・道路隅切等用地の取得
・道路整備促進期成同盟会への費用負担
・道路事故に係る損害賠償の支出
・公用車の維持管理

引き続き道路橋りょう管理事業を実施 道路課管理係

118 道路台帳整備事業

・デジタル道路台帳補正（道路延長・幅員・面積の補正、道路台帳附図
等の補正）
・塩原地区の法定外公共物の図形化
・道路台帳管理システムの保守

引き続き道路台帳整備事業を実施 道路課管理係

119 市道路線認定事業
・市道路線認定要綱に基づく市道認定可能な私道の分筆測量業務の実施
・分筆測量業務費用の一部市負担による円滑な私道受入れ及び市道認定

引き続き市道路線認定事業を実施 道路課管理係

120
道の駅管理運営事
業

○道の駅「明治の森・黒磯」
・道路区域の維持管理（トイレ、第1駐車場、第2駐車場、園路、花畑）
・県との管理協定により管理を区分。農業公社等に管理委託
・EV急速充電器の維持管理・保守
○道の駅「湯の香しおばら」
・道路区域の維持管理（第1駐車場、第2駐車場、排水施設）
・県との管理協定により管理を区分。地元運営団体に管理委託
○道の駅「那須野が原博物館」
・道路区域の維持管理（トイレ、駐車場）
・駐車場区画線設置　L=936M
○道の駅連絡協議会等への参加

引き続き道の駅管理運営事業を実施 道路課管理係

18/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）
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121 道路維持管理事業

○道路メンテナンス事業
・道路施設長寿命化修繕計画改定業務
・道路施設定期点検診断監理業務
・要害1号橋橋梁修繕工事
・黒磯駅東西連絡橋橋梁修繕工事
○道路施設等維持管理等業務（樹木剪定、除草、側溝及び路面清掃）
○道路施設修繕及び雨水対策等の測量設計業務（3業務）
○舗装修繕工事（4路線）、浸透施設設置、道路附属物修繕、交通安全施
設整備など
○消耗品、原材料等購入

引き続き道路維持管理事業を実施 道路課維持係

122 通学路整備事業
・通学路整備事業
・小中学生を中心とするおおむね半径1㎞以内の通学路の舗装、砂利敷き
及び構造物等の設置を行う。

引き続き通学路整備事業を実施 道路課維持係

123 道路除雪対策事業

・除排雪業務委託（76路線）
・融雪剤、散布用砂の購入
・定置式自動凍結防止剤散布装置のリース　4台（りんどう大橋1台、油
井の坂2台、阿久戸の坂1台）

引き続き道路除雪対策事業を実施 道路課維持係

124
道路整備基本計画
策定事業

第2次道路整備基本計画の進捗確認及び周辺環境の変化、関連計画との整
合を検証し、必要に応じた改定を行う。

引き続き道路整備基本計画策定事業を実施 道路課建設係

125 河川総務事業
・河川愛護団体支援
・那須塩原市河川愛護会への支援　補助金交付380,000円

引き続き河川総務事業を実施 道路課河川係

126
普通河川等維持管
理事業

○普通河川等の草刈や剪定等に関する経費
・一級河川余笹川堤防管理業務委託、県管理協定河川、普通河川等の管
理業務委託
○大雨等により堆積した土砂の除去や維持修繕、応急対応工事
・普通河川堆積土砂除去工事（井口放水路、勘定原堀、清水川、七曲
川）
・河川構造物等緊急修繕工事

引き続き普通河川等維持管理事業を実施 道路課河川係

127
普通河川等整備事
業

・普通河川清水川護岸整備測量設計業務委託
・南郷屋堀護岸嵩上工事

引き続き普通河川等整備事業を実施 道路課河川係

19/29（継続）
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128
狭あい道路整備事
業

建築基準法第42条第2項の指定を受けた道路（幅員4M未満）に接する建築
物の敷地については、その道路中心から2Mの位置が道路境界線となり、
敷地後退が必要となる。
この2項道路のうち市道又は市管理道路で、那須塩原市建築行為等に係る
道路後退用地の整備要綱に基づき後退用地を市に寄附した場合、それに
係る測量、分筆、登記費用を補助するもの。（市単費補助：上限50万
円）

引き続き狭あい道路整備事業を実施
建築指導課指導
係

129
危険ブロック塀等
改善事業

道路等に面する危険なブロック塀等の除却費用及び建替え費用の補助
・除却　　【上限100,000円/件】
・建替え　【上限300,000円/件】

国の動向を踏まえ、引き続き危険ブロック塀等改善事業
を実施

建築指導課指導
係

130
浄化槽設置整備事
業助成事業

・本事業により整備する浄化槽は、し尿及び生活雑排水を処理し、浄化
槽法第4条第1項の規定による構造基準及び浄化槽整備設置事業における
国庫補助指針に適合するものとする。
・R2年度からは単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換者に宅内配
管補助（上限30万円）を上乗せして補助している。R4年度からはくみ取
り便槽からの転換者にも同様に上乗せして補助している。

・引き続き浄化槽設置整備事業の助成を実施
・国庫補助率が最大となる範囲で実施するよう努める。

管理課給排水係

131 会計管理事業

○一般会計、特別会計及び基金・歳入歳出外現金会計の収納と支払業務
・収支証書の審査及び保管管理
・収支データの伝送処理
・収納及び支払事務に係る各種手数料支払
・収入印紙、栃木県収入証紙の購入及び販売
・各基金の資金運用
・決算書の調製

引き続き会計管理事業を実施 会計課歳入係

132
教育委員会運営事
業

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年6月30日法律第162
号）に基づき設置される教育委員会の運営

引き続き教育委員会運営事業を実施
教育総務課総務
係

133 奨学資金貸与事業

○奨学資金の貸与
・国内の高校、高専、短大、大学又は専門学校に在学する人
・修学に当たり、経済的支援が必要な人
・海外の大学又は短大に留学する人
・学位の取得を目的として、海外の教育制度による大学又は短大に在学
する人
○奨学資金の返還管理
○奨学資金貸与基金の適正な運営

引き続き奨学資金貸与事業を実施
教育総務課総務
係

134
奨学資金貸与基金
積立金

奨学資金貸与基金への積立 引き続き奨学資金貸与基金の管理を実施
教育総務課総務
係

20/29（継続）
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135 奨学資金給付事業

○奨学資金の給付
1国内の大学又は短期大学に入学する人（一般枠）
・学習意欲が高く、学業成績が特に優秀な人
・修学に当たり、経済的支援が必要な人
2国内の大学又は短期大学に入学する人（医療系、福祉系、保育系）
・学習意欲が高く、学業成績が特に優秀な人
・修学に当たり、経済的支援が必要な人
・市が指定する医療系、福祉系の国家資格の受験資格が得られる学部・
学科に、その資格取得を目的として入学する人
・保育士資格、幼稚園教論一種又は二種免許状を取得することができる
学部・学科に、その資格取得を目的として入学する人
3　海外の大学又は短期大学に入学する人
・学位の取得を目的として入学する人
・学習意欲が高く、学業成績が特に優秀な人
・修学に当たり、経済的支援が必要な人

引き続き奨学資金給付事業を実施
教育総務課総務
係

136
スクールバス運行
事業

○業務委託によるスクールバスの運行
・ スクールバス利用校6校（東原小・鍋掛小・大原間小・高林小・関谷
小・塩原小中）
・運行内容
東原小(普通乗用車タクシー)1路線、鍋掛小(マイクロ)2路線、大原間小
(中型)1路線、高林小(中型、マイクロ）3路線、関谷小(中型)1路線、塩
原小中(中型、マイクロ)2路線

引き続きスクールバス運行事業を実施
教育総務課総務
係

137
小学校管理運営事
業

・法令等に基づく学校環境の維持管理
・小学校（20校）の適正な管理運営に必要な物品等の調達

引き続き小学校管理運営事業を実施
教育総務課総務
係

138
小学校教材整備事
業

市内小学校児童が使用する学習教材及び図書教材の調達、修繕等を行
い、学習環境の充実を図るための経費を計上する。特に算数及び理科教
材については、理科教育設備整備費等を活用し、重点的に整備を行う。

引き続き小学校教材整備事業を実施
教育総務課総務
係

139
中学校管理運営事
業

・法令等に基づく学校環境の維持管理
・中学校（9校）及び義務教育学校（1校）の適正な管理運営に必要な物
品等の調達

引き続き中学校管理運営事業を実施
教育総務課総務
係

140
中学校教材整備事
業

市内中学校及び義務教育学校生徒が使用する学習教材及び図書教材の調
達、修繕等を行い、学習環境の充実を図るために要する経費を計上す
る。特に数学及び理科教材については、理科教育設備整備費等補助金を
活用し、重点的に整備を行う。

引き続き中学校教材整備事業を実施
教育総務課総務
係

21/29（継続）
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141
学校給食業務管理
事業

・給食費滞納者に対し督促状、催告書を送付。悪質滞納者については、
簡易裁判所に支払督促申立を行う。
・学校給食衛生管理基準に定められている、学校給食用食品の定期検査
(微生物検査、理化学検査）を3共同調理場と単独調理校が毎年輪番で実
施
・小中義務教育学校で、独自に管理している学校給食費について、収
納・管理システムを導入の上、教育委員会事務局で一括して管理し、事
務を行う。また、口座振替不能者に対し、再振替を実施する。さらに、
再振替の振替不能者に対しては、納付者の利便性や収納率のさらなる向
上を考慮し、ゆうちょ銀行やコンビニでも納付ができるようにする。

引き続き学校給食業務管理事業を実施
教育総務課給食
係

142
学校給食単独校管
理運営事業

・学校給食の調理、配送、食器等の洗浄
・施設・設備及び従事者の衛生管理
・給食費の調定・収納管理
・施設・設備の維持管理
・厨房機器の修繕・更新
・会計年度任用職員（調理員）の任用
・学校給食費における米飯加工賃公費負担事業
・塩原小中学校学校給食調理業務委託事業
・「拓陽キスミル」の学校給食への提供

引き続き学校給食単独校管理運営事業を実施
教育総務課給食
係

143
小学校施設維持管
理事業

施設を使用する上で必要とされる法定点検や検査の実施 引き続き小学校施設維持管理事業を実施
教育総務課教育
施設係

144
小学校施設整備事
業

・学校運営において必要な施設整備
・老朽破損した学校施設の修繕

引き続き小学校施設整備事業を実施
教育総務課教育
施設係

145
中学校施設維持管
理事業

施設を使用する上で必要とされる法定点検や検査の実施 引き続き中学校施設維持管理事業を実施
教育総務課教育
施設係

146
中学校施設整備事
業

・学校運営において必要な施設整備
・老朽破損した学校施設の修繕

引き続き中学校施設整備事業を実施
教育総務課教育
施設係

22/29（継続）
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147 学校運営総務事業
・学校教育課旅費、事務費
・入学通知書の作成、発送
・学校教育関係団体に対する負担金の拠出

引き続き学校運営総務事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

148
小学校市採用教師
支援事業

市採用教師等（1学習支援教師、2学級支援教師、3複式支援教師、4介護
支援員、5生活支援員、6図書支援員、7理科支援員、8日本語支援員、9心
の教室相談員、10外国人児童生徒教育相談員）の配置

・引き続き小学校市採用教師支援事業を実施
・市採用教師の配置、人数等を含め、事業の在り方を検
討

学校教育課学校
支援教職員係

149 小学校保健事業

・児童及び教職員の検診
・児童の定期健康診断
・保険加入及び保険金の支払
・次年度入学予定者を対象とした就学時健診
・教職員ストレスチェック診断

引き続き小学校保健事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

150
小学校学習活動支
援事業

○学校外行事等の実施におけるバスの借上げ料の一部補助
・市内小・義務教育学校（21校）に予算を配当する。
・宿泊学習は小学5年生を対象とし、5学年の通常学級数を基準に予算を
配当
・校外学習は全学年を対象とし、予算は4学年の通常学級数を基準に配当

引き続き小学校学習活動支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

151
小学校スポーツ活
動支援事業

児童の参加するスポーツ大会及び文化活動参加費に対する支援
大会開催場所までの移動費、宿泊費の一部を補助する。
・市内小・義務教育学校（21校）に事業計画書に基づき予算を配当す
る。
・補助額は移動距離、参加人数等を基に決定する。

引き続き小学校スポーツ活動支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

152
小学校就学援助事
業

・要保護(生活保護世帯)児童へ修学旅行費及び医療費を交付する。
・準要保護(生活保護世帯に準ずる世帯)児童へ給食費、学用品費、通学
用品費、新入学用品費、校外活動費、修学旅行費、医療費、新入学準備
金、オンライン学習通信費を交付する。

引き続き小学校就学援助事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

153
小学校特別支援教
育就学支援事業

・市外の特別支援学校、学区外の特別支援学級又は通級指導教室に入級
する児童の保護者に対し助成金を交付する。
・特別支援学級に在籍する児童の保護者に対し就学奨励費を交付する。
（給食費・学用品費・新入学用品費・校外活動費・修学旅行費・オンラ
イン学習通信費）
・児童が那須塩原市に住民登録があり、特別支援学校に通学又は寄宿舎
に入舎している児童の保護者に対し通学費を助成する。（高速道路料
金・帰省費）
・学区外の特別支援学級に在籍する児童の保護者に対し通学費を助成す
る。

引き続き小学校特別支援教育就学支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

23/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

154
中学校市採用教師
支援事業

・中学校市採用教師等配置事業
・市採用教師等の配置
1学習支援教師、2学級支援教師、3介護支援員、4生徒支援員、5図書支援
員、6日本語支援員、7心の教室相談員、8部活動指導員

・引き続き中学校市採用教師支援事業を実施
・市採用教師の配置、人数等を含め、事業の在り方を検
討

学校教育課学校
支援教職員係

155 中学校保健事業

・生徒及び教職員の検診
・生徒の定期健康診断
・保険加入及び保険金の支払
・教職員ストレスチェック診断

引き続き中学校保健事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

156
中学校学習活動支
援事業

市内中学校2年生全員が、市内外の事業所等で5日間の社会体験活動を実
施する。
・市内中・義務教育学校（10校）に予算を配当する。
・2学年の通常学級数及び生徒数を基準に予算を配当

引き続き中学校学習活動支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

157
中学校スポーツ活
動支援事業

生徒の参加するスポーツ大会及び文化活動参加費に対する支援
大会開催場所までの移動費、宿泊費の一部を補助する。
・市内中・義務教育学校（10校）に事業計画書に基づき予算を配当す
る。
・補助額は移動距離、参加人数等を基に決定する。

引き続き中学校スポーツ活動支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

158
中学校就学援助事
業

・要保護(生活保護世帯)生徒へ修学旅行費及び医療費を交付する。
・準要保護(生活保護世帯に準ずる世帯)児童へ給食費、学用品費、通学
用品費、新入学用品費、校外活動費、修学旅行費、医療費、新入学準備
金、オンライン学習通信費を交付する。

引き続き中学校就学援助事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

159
中学校特別支援教
育就学支援事業

・市外の特別支援学校、学区外の特別支援学級に入級する生徒の保護者
に対し助成金を交付する。
・特別支援学級に在籍する生徒の保護者に対し就学奨励費を交付する。
（給食費・学用品費・新入学用品費・校外活動費・修学旅行費・体育実
技用具費・オンライン学習通信費）
・生徒が那須塩原市に住民登録があり、特別支援学校に通学又は寄宿舎
に入舎している生徒の保護者に対し通学費を助成する。（高速道路料
金・帰省費）
・学区外の特別支援学級に在籍する生徒の保護者に対し通学費を助成す
る。

引き続き中学校特別支援教育就学支援事業を実施
学校教育課学校
支援教職員係

160
教職員ネットワー
クシステム管理事
業

・教職員ネットワークシステムの適切な維持管理
・教職員ネットワークシステム関連機器等の賃貸借
・校務支援システムの運用管理
・ICT支援員による情報機器全般の操作補助や障害対応、アプリケーショ
ンソフトの追加など各種支援
・教職ICT支援業務（ICT支援員）
・授業目的公衆送信補償金

引き続き教職員ネットワークシステム管理事業を実施
学校教育課学校
みらい係

24/29（継続）
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161
外国語教育推進事
業

○ALTの指導力向上
○ALT校外活用
・イングリッシュ サマー スクール
・ALTフェスティバル

引き続き外国語教育推進事業を実施
学校教育課学校
みらい係

162
中学生海外交流事
業

・中学2年生をオーストリア・リンツ市へ10日間派遣する。
※令和4年度はオーストリア人生徒が来日しないため、ホームステイ受入
れ事業は中止

引き続き中学生海外交流事業を実施
学校教育課学校
みらい係

163 教育相談事業

○児童生徒サポートセンターの管理運営
・教育相談
・不登校及び不登校傾向児童生徒、その保護者及び学校への適切な助言
及び指導
○適応指導教室「ふれあい」「あすなろ」の管理運営
・適応指導教室利用児童生徒への適応指導
・不登校及び不登校傾向児童生徒、その保護者及び学校への適切な助言
及び指導
・適応指導教室を利用する児童生徒が快適かつ安全に過ごせる環境の整
備
○教育支援カウンセラーの配置
・心身に悩みを持つ児童生徒、その保護者及び教職員への指導助言
○不登校担当教職員等研修、適応指導教室教育相談員等研修の実施

引き続き教育相談事業を実施
児童生徒サポー
トセンター

164
宿泊体験館管理運
営事業

○宿泊体験館メープルの管理運営
・利用児童生徒及び保護者に対する宿泊体験及び各種体験活動の実施
・利用児童生徒及び保護者が快適かつ安全に過ごせる環境の整備
・指定避難所としての機能を果たすため、施設の維持補修の実施

引き続き宿泊体験館管理運営事業を実施
児童生徒サポー
トセンター

165 生涯学習推進事業

・社会教育委員会議の開催
・生涯学習推進市民会議の開催
・生涯学習情報誌「マナビィボックス」の発行
・なすしおばら　まなび博覧会（なしお博）の開催

引き続き生涯学習推進事業を実施
生涯学習課生涯
学習係

166 家庭教育支援事業
○教育講演会の開催
○家庭教育オピニオンリーダー育成・支援
○就学時健康診断時等での親学習の実施

引き続き家庭教育支援事業を実施
生涯学習課生涯
学習係

167
地域学校協働本部
推進事業

・市内の10中学校区ごとに地域学校協働本部を設置
・令和3年度に全10本部が設置され、市内全域に設置が完了
・引き続き、学校と地域のコーディネーター役となる地域学校協働活動
推進員の育成・支援を行う。

・引き続き地域学校協働本部推進事業を実施
・実施した事業について効果検証を実施

生涯学習課生涯
学習係

25/29（継続）
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168 公民館総務事業

○公民館施設修繕
・公民館の建物又は設備機器の破損・故障・劣化場所の修繕・交換を行
う。
○建築基準法に基づく定期点検業務委託
・15公民館の建物又は設備機器について、法が義務付けるところにより
点検・検査を行う。
○フロン排出抑制法に基づく定期点検業務委託
・公民館の空調機器について、法が義務付けるところにより点検・検査
を行う。
○施設夜間休日管理業務
・夜間及び職員が休日の昼間の公民館の管理をシルバー人材センターに
委託する。

・引き続き公民館総務事業を実施
・スマート公民館事業は、実証実験の結果を踏まえて実
施内容を検討

生涯学習課生涯
学習係

169
青少年センター運
営事業

〇こどもを守る家設置事業
・R3に実施した利用状況調査結果を踏まえ、さらに設置者を増加させる
方策を提示する。
○青少年センター運営事業
・青少年健全育成協議会の開催等
〇青少年を取り巻く有害環境の浄化と非行防止活動の推進
・警察、県との合同での立入調査(年2回)
○少年指導員会運営事業
○少年指導員の巡回指導事業
・少年指導員による巡回活動（平日夕方及び夜間、イベント開催時、列
車添乗）

引き続き青少年センター運営事業を実施
生涯学習課青少
年係

170
青少年健全育成事
業

○那須塩原子どもカレッジ
・青少年健全育成団体等と連携し、「那須塩原子どもカレッジ」の講座
として子ども向け体験活動等を実施
※R4年度は試行的に2講義程度を実施し、以降講義数を増加していく。
〇青少年健全育成団体支援
・団体への補助や情報の提供、団体が実施する事業の周知、団体と連携
した事業の実施
〇成人式
・市内3会場において式典・アトラクション等を実施
・新成人に対し記念品を配付
・新成人の代表である成人式実行委員の意見を参考に内容等を決定

・引き続き青少年健全育成事業を実施
・子どもカレッジについては、効果検証を実施

生涯学習課青少
年係

171
黒磯公民館管理運
営事業

・公民館運営審議会の開催
・各種学級・教室・講座の実施
・家庭教育支援事業の実施
・健康づくり・スポーツイベントの開催
・芸術・文化イベントの開催
・地域学校協働本部事業の実施
・生涯学習情報の提供・団体支援
・黒磯公民館運営協力委員との連携

引き続き黒磯公民館管理運営事業を実施 黒磯公民館

26/29（継続）
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172
いきいきふれあい
センター管理運営
事業

○貸館業務
・会議室等13室（うち2室は防音、1室は可動観覧席付ホール）を市民対
象に貸館
○設備、備品等の維持管理業務
・令和4年度においては、自家用電気工作物に係る機器（VCB、PAS等）の
更新工事及び設計業務委託を実施
・主な委託業務…設備保守管理、施設機械等警備、清掃等
○避難所機能の環境整備
・指定避難所として災害時における避難者の受入れに必要な環境を整備
する。
○新型コロナウイルス等感染症予防対策
・感染状況に応じて、貸館の制限、消毒等の感染症予防対策を実施す
る。

引き続き いきいきふれあいセンター管理運営事業を実
施

黒磯公民館

173
博物館収蔵資料収
集・調査事業

・博物館資料(地学・植物・昆虫・動物(昆虫を除く)・歴史・民俗・考
古・美術・文学)の収集
・地学・動物・歴史・美術・民俗・文学資料の購入
・美術作品等の修復
・那須野が原博物館紀要の発刊
・資料調査の推進

引き続き博物館収蔵資料収集・調査事業を実施
那須野が原博物
館

174
博物館教育普及事
業

○企画展示
・特別展（トンボ）：故加賀谷直明トンボコレクションを中心に、国内
外の昆虫・化石標本を展示する。
・移動展（きのこ）：県立博物館と共催(地域移動博物館)により実施す
る。
・その他企画展（現代美術）・企画展（学校）を開催
○教室講座
・一般対象に那須文化セミナー、記念講演会、ワークショップを実施。
子どもや親子を対象に各種体験教室、チャレンジ、フェスタ、アートプ
ロジェクト等を実施
○附属施設
・黒磯郷土館昔のおもちゃづくりを実施

引き続き博物館教育普及事業を実施
那須野が原博物
館

175
田舎ランド鴫内管
理運営事業

・自然体験・観察、ハイキング、農林業体験、パラグライダー教室の実
施
・陶芸、木工･工作、正月飾り講座の実施
・地元講師を迎えて麺うち教室、パン･菓子作り講座の実施
・施設の貸出、適正な維持管理

引き続き田舎ランド鴫内管理運営事業を実施 田舎ランド鴫内

176
図書館管理運営事
業

・市民の「知る権利」を保証し、多様化する生涯学習の推進のための図
書館の管理、運営を行う。
・市民のニーズを調査・検討し図書館の充実を図る。

引き続き図書館管理運営事業を実施
那須塩原市図書
館

27/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

177
選挙管理委員会運
営事業

・選挙管理委員会の運営及び選挙人名簿の定時登録
・各種研修会等への出席

引き続き選挙管理委員会運営事業を実施
選挙管理委員会
事務局選挙係

178 選挙啓発事業

・若年世代（保育園児の保護者）を対象にした啓発の実施
・明るい選挙啓発ポスターコンクール作品募集
・市内小中高等学校での出前講座、模擬投票の実施
・市内小中高等学校への選挙資材貸出
・その他常時啓発

引き続き選挙啓発事業を実施
選挙管理委員会
事務局選挙係

179 監査委員事業

・法令及び那須塩原市監査基準に基づく各種監査等の実施（定例監査、
例月現金出納検査、決算審査、基金運用状況審査、財政健全化判断比率
等審査、財政援助団体等監査、行政監査又は随時監査、住民監査請求な
どの請求又は要求による監査等）
・各種監査等の結果の公表
・決算審査に関する意見の提出
・都市監査委員会会議、研修会等への出席

引き続き監査委員事業を実施
監査委員事務局
監査係

180
公平委員会運営事
業

・公平委員会の運営
・各種研修会等への参加

引き続き公平委員会運営事業を実施 公平委員会

181
農業委員会運営事
業

〇農業委員会及び事務局の運営費
・農業委員、農地利用最適化推進委員の報酬、費用弁償
・会長交際費
・事務局職員旅費
・消耗品、公用車管理経費　等

引き続き農業委員会運営事業を実施
農業委員会事務
局農政係

182
農業者年金業務事
業

・加入推進活動（農業委員、農地利用最適化推進委員等による啓発）
・農業者年金に関わる届出等受付、情報発信
・農業者年金に関わる研修会、学習会への参加

引き続き農業者年金業務事業を実施
農業委員会事務
局農政係

183
国有農地等管理処
分事業

・国有農地の管理
・国有農地管理者（県）との連絡調整
・国有農地借受者への連絡調整
・国有農地借受者からの相談対応
・国有農地の監視

引き続き国有農地等管理処分事業を実施
農業委員会事務
局農地係

28/29（継続）



■令和4年度事務事業棚卸結果一覧（継続）

番号 事業名 事業の概要 棚卸結果 担当課・係名

184
農地集積・集約化
対策事業

・農地の利用関係の調整
・農地利用状況調査、農地利用意向調査
・農地台帳の整備

引き続き農地集積・集約化対策事業を実施
農業委員会事務
局農政係

185
田園空間博物館管
理運営事業〔西那
須野支所〕

・那須野が原西部地区田園空間博物館運営協議会へ補助金を交付する。
・那須野が原田園空間博物館の展示物（サテライト）を適正に維持管理
するため、必要な業務委託や修繕工事を行う。

・引き続き田園空間博物館管理運営事業を実施
・事業の効果検証も実施

（西）産業観光
建設課農林係

29/29（継続）


